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持続可能な航空燃料（SAF）とは?

 SAF: Sustainable Aviation Fuel

 原料:バイオマス、廃棄物、排ガス中の炭素・水素等

 燃焼時にCO2を排出する。ただし、当該CO2の全部又は一部は、バイオマスの成⾧
過程において吸収されるため、このようなCO2については、大気中のCO2総量を増
加させないことから排出されないものとみなされる。（カーボンニュートラル）

→ ライフサイクル全体でのCO2排出量は、従来のジェット燃料に比べて
大幅に小さい

 粒子状物質（PM）等の排出物の削減にもつながる。

 従来の化石由来のジェット燃料と混合しなければならない。
→ 混合後のSAFは、関連するASTM（American Society for Testing

and Materials）規格に適合することが認められた場合、従来のジェット
燃料と同じものとみなされる。（ドロップイン燃料）
= 安全・インフラ変更不要

 国際民間航空機関（ICAO）が開発した国際民間航空のためのカーボンオフセット及
び削減スキーム（CORSIA: Carbon Offsetting and Reduction Scheme for 
International Aviation）等において、排出削減率等持続可能性に関する基準が策定
されている。
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







※ 端数処理の関係上、合計の数値が一致しない場合がある。
※ 電気事業者の発電に伴う排出量、熱供給事業者の熱発生に伴う排出量は、それぞれの消費量に応じて最終需要部門に配分。
※ 温室効果ガスインベントリオフィス「日本の温室効果ガス排出量データ(1990-2019年度)確報値」より国土交通省環境政策課作成。
※ 二輪車は2015年度確報値までは「業務その他部門」に含まれていたが、2016年度確報値から独立項目として運輸部門に算定。

出所）国土交通省「運輸部門における二酸化炭素排出量」



ICAOグローバル削減目標、削減手段
ICAOにおいて国際航空からCO2排出削減に係るグローバル削減目標を策定

１．2050年まで年平均2％の燃料効率改善
２．2020年以降国際航空からのCO2総排出量を

増加させない（2019年の総排出量以下とする）
３．⾧期目標（long-term global aspirational 

goal : LTAG）⇒ 2050年までのカーボン
ニュートラル（2022年第41回ICAO総会で採択）

グローバル削減目標

１．機材・備品等への新技術の導入
２．管制の高度化による運航方式の改善
３．代替航空燃料の活用
４．経済的手法（市場メカニズムの活用）

目標達成の手段
（Basket of Measures）

CORSIA
• 2016年のICAO総会で炭素

クレジットによるオフセッ
ト制度の導入が決議

• 2018年には３の代替航空燃
料及び4の市場メカニズムの
活用による削減対策である
CORSIA制度を国際民間航空
条約（シカゴ条約）の附属
書として採択

各国際航空会社は、１～３の手段により削減してもベースラインから増加するCO2排出量を、４の市場メカニズム（炭素ク
レジット）によりオフセットしなければならない（2035年までの制度）。

我が国は2021年から自発参加。
ベースライン:2023年まで2019年の排出量。2024年以降2019年の排出量の85%。

（国際航空からのCO2排出量予測と排出削減目標のイメージ）



ICAO⾧期目標（LTAG）の主なポイント

〇 目標達成の手段（新技術の導入、運航方式の改善、代替航空燃料の活用）の技術的な実現性や
航空需要予測を踏まえて⾧期的なCO2削減のシナリオを分析・評価し目標を策定。

〇 新技術の導入として電動航空機や水素航空機など次世代航空機の研究開発も進められているが、
開発の動向により実現性が不透明なため、既に実用化されているSAFの利用が必要不可欠。

LTAG-SAF Biomass and 
solid/liquid waste-based 
fuels 

LTAG-SAF Gaseous 
waste-based fuels 

SAFによるCO2
排出量削減分

LTAG-SAF Atmospheric 
CO2 based fuels 

出所）ICAO Introduction to the LTAG Report

SAFによるCO2
排出量削減分 SAFによるCO2

排出量削減分

新技術

運航改善



なぜSAFが重要なのか?
① 航空分野は “hard-to-abate” 分野

当面の間、運輸部門は技術的に電化が難しいため、SAFは今すぐ利用でき
るソリューションとして重要。 “hard-to-abate”分野の例（IRENA, 2020※1）

航空機のエネルギー源の将来見通し（ATAG, 2021年※2）

出所）
※1 IRENA “Reaching zero with renewables” (2020), https://www.irena.org/-/media/Files/IRENA/Agency/Publication/2020/Sep/IRENA_Reaching_zero_2020.pdf
※2 ATAG “Waypoint 2050”（2021）, https://aviationbenefits.org/media/167417/w2050_v2021_27sept_full.pdf

100席以上のクラスの航空機は、当面の間、
電化や水素化が難しいため、全体の約97%が
SAFをエネルギー源とする必要がある。

産業部門

運輸部門

② 2050年カーボンニュートラル達成手段の中核
ICAO LTAG報告書は、2050年までに
航空分野でのCO2排出量実質ゼロ
（Net Zero）を達成するには、排出削
減量の約3分の2をSAFから賄う必要が
あると予測。その他の研究でも同様の
結果が得られている。



2030年までのSAFの利用量・供給量の見通し等について

 2030年における国内のSAFの需要量は、国内のジェット燃料使用量の10%（「GX基本
方針参考資料」に記載, 171万kL相当）。

 2030年の供給見込み量は、石油元売り等のSAF製造・供給事業者における公表情報等か
ら積み上げ、約192万kLとなる見込み。（※）ただし、原料確保や技術開発等の不確実性あり。

 今後、2022年のICAO総会でのCORSIA削減目標の見直し（2024年以降は、2019年比
でCO2排出量を85%以下に抑える）を踏まえ、SAFの需要量・供給量のすり合わせを行う
必要あり。

出所）「持続可能な航空燃料（SAF）の導入促進に向けた官民協議会」2023年5月26日 第3回事務局（資源エネルギー庁）提出資料より引用

（2023年5月時点）



ニートSAF※1

（国産）

従来燃料

ASTM 
D7566※2の
各Annexに
基づく検査

ASTM 
D1655※3等
に基づく

検査

混合（ブレンド）:
• D7566の最大混合可能率に基づいてニー

トSAFとD1655燃料を混合
• D7566のtable1に対する試験を実施
• 混合燃料がD1655燃料として認証される

空港における
受入・給油

ニートSAF
（輸入）

SAF原料
調達

原料調達
に係る課題

（ニートSAF検査・ブレンド済みSAF検査）

国産SAFの製造に係る課題（CORSIA適格燃料として認証されるための対応）
空港における課題

SAFの規格遵守・認証体制に係る
課題（国内検査体制に係る課題）

SAFの規格遵守・認証体制に係る課題
（品質管理・輸入SAF受入に係る課題）

製造支援に係る課題

※1 ニートSAFは、バイオマス原料等を基に製造されたジェット燃料であり、化石由来のジェット燃料に一定割合を混合した上で、航空
機に搭載する必要がある。ニートSAFは、原料及び製造方法により、化石由来のジェット燃料と混合することが可能な量の上限が定
められており、木質バイオマス（Annex1）は50%まで、藻類（Annex7）は10%まで混合することが可能。製造されたSAFは、い
ずれもSAFの国際規格である「ASTM D7566及びD1655」への適合を確認。

※2 ASTM D7566:SAF（従来燃料と混合後のものも含む。）に関する国際規格。2023年現在、7種類のSAFが認められている
（Annex1～7）。

※3 ASTM D1655:ジェット燃料に関する国際規格。



課題の特徴と検討のアプローチ
課題 A) 必要な原料の量が存在するか
課題 B) 各原料の収集が実際に可能であるのか
課題 C) SAF製造用途に供給が可能であるか

ポテンシャル及び原料別の
課題の解決の方向性を提示

SAFの原料候補の概要

※1 耕作放棄地等で栽培される主産物のセルロース系原料（ミスカンサス、ネピアグラス等）も候補としては挙げられるが、ここでは耕作放棄地の活用用途として、油糧作物を対象に検討を
行った。

※2 商業規模への拡大について検討がなされている途上にあり、先行事例においてもポテンシャル推計がなされていないため、本資料では推計を行っていない。

（参考）SAFの製造コストの見通し（製造プロセス別）

出所）WEF（2020）” Clean Skies for Tomorrow Sustainable Aviation Fuels as a 
Pathway to Net-Zero Aviation INSIGHT REPORT”グラフ右軸は1ドル110円で換算。

約60円／L

約88～264円／L



SAFのポテンシャル推計結果
推計① 未利用量のみSAFに振り向ける場合
推計② 未利用量に加え発電用等バイオマス以外の供給源がある既利用分をSAFに振り向ける場合
推計③ 全ポテンシャルをSAFに振り向ける場合
※足元のポテンシャル（CO2・水素については2030年における水素供給目標）。経済性を考慮した製造可能

量を表すものではない。実現にあたっては、原料調達のインセンティブの付与や製造コスト低下が重要。

国内原料由来のSAFポテンシャル推計まとめ（万kL/年）

合計
PtLガス化FT合成ATJガス化FT合成、ATJHEFA

CO2・
水素

産業
廃棄物※

一般
廃棄物

主産物
(糖料作物)

建設発
生木材

製材
残渣

森林
残渣

農業
残渣

主産物
(油糧作物)

廃棄
油脂

706514173-2.21.487733.25.0推計①
984～
1,08551417～

118259-3.43.1106733.25.6推計②

1,3135141183062.355641221063.221推計③



国内におけるSAF原料調達に係る課題解決の方向性・政策

解決の方向性・政策原料名
・海外流出に一定の歯止めをかける対策（国内利用促進策等）
・大口排出者の利用志向に関する協議（SAF利用の推奨）
・飼料・工業用の代替原料の提案
・低質油脂の回収可能性

廃棄油脂
（食用油
・廃獣脂）

油
脂
系

事業採算性のある農業経営、圃場の最大限の活用方策の検討（輪作・二毛作等）油糧作物
農家に対する収集に係る支援（既存の支援策の援用も含む）農業残渣セ

ル
ロ
ー
ス
系

・排出者等と、コストの負担方法を含めたSAF向けの利用可能性について協議・連携
・FT合成の場合、発電とSAF製造の併用の可能性に関する検討森林残渣

・排出者等と、コストの負担方法を含めたSAF向けの利用可能性について協議・連携
・FT合成の場合、発電とSAF製造の併用の可能性に関する検討

製材残渣
建設発生木材

・食料競合への配慮
・事業採算性のある農業経営、圃場の最大限の活用方策の検討糖料作物

・発電用途からSAF向けに切り替える又は発電用とSAF製造用の併用を図るための行政
等との連携（インセンティブの検討含む。）

・収集可能性の更なる検討（一般廃棄物については広域連携、産業廃棄物については大
口排出者との連携）

・SAF製造に関連する廃棄物処理施設等への交付金の活用

廃棄物
（油脂成分を

除く）

・水素生産コスト低減に向けた技術開発・実証（特に地産地消の観点）
・他セクターも巻き込んだ市場の創出CO2・水素

 推計①:ポテンシャルとしては存在するものの既存のインセンティブ等が働いた上で未利用となっている
ことを踏まえると、実現にあたっては、新たな又はより強いインセンティブが必要。

 推計②:原料をSAFに振り向ける又は併用を図ることを優遇する政策等の取組みも重要。
 推計③:排出者との連携等の取組みも重要。



まとめ

 製造面のポテンシャルを試算した結果、理論上、我が国にお
ける足下の航空燃料消費量を置き換えるだけの原料は存在す
る。※ 経済性を考慮した製造可能量を表すものではないことに留意。

 2050年における本邦航空会社の需要を満たすためには、更な
る原料等の活用が重要となる。

 ポテンシャルの最大化及び更なる製造を促すためには政策の
後押しが必要。特に、国際的に公平な競争条件を確保するこ
と;取組みが先行する欧米に劣後しないような環境を整備す
ることが重要である。

政策のあり方、特にSAFのコストをどのように負担し
ていくのか、については、社会全体の問題として考え
るべき。



参考資料
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（参考）米国とEUにおけるSAFの規制と支援策の整理

EU米国
【RefuelEU Aviation】（2023年10月成立）
• 航空燃料供給者に、EU域内で供給する航空燃料に対して一定

比率以上のSAF・合成燃料の混合を義務づけ。

• 航空会社に対しては、域内空港でのSAFの給油を義務づけ予
定。

• EU域内の各国も、独自のSAFの供給義務・目標を設定。イギ
リスでは、2030年までに航空燃料の10%をSAFに置き換え
る目標を設定し、燃料供給事業者に対する義務を2025年に
導入予定。

なし
※ 義務ではないが、「SAFグランドチャレンジ」におい

て、2030年のSAF供給量を30億ガロン／年（米国内
での航空燃料消費量の1割）とする目標が存在

規制

【EUーETS】
• SAFは排出ゼロとして扱う（排出枠の調達は不要）。加えて、

航空会社に対して、SAFの使用量に応じて、追加的に排出枠
が割り当てられる（SAFを供給すればするほど、市場に売却
可能なクレジットを追加的に得ることができる）。

【EU課税指令】
• 航空燃料の税率を2023年～2033年にかけて段階的に引上げ

（2030年時点での課税額は約50円/L程度となる見込み）。
• SAFは2033年までの間は税率は引き上げず、税制負担ゼロ。
【各国空港での支援】
• 来航地としての競争力強化を目的とした空港による支援策が

講じられている。
• 独・デュッセルドルフ空港では、SAF1トン当たり250ユーロ

（37円/L 相当）を支給。

【IRA（インフレ抑制法）】（2023年～2027年の5年間）
• GHG削減率が50%以上のSAFを、ケロシンに混合する事業

者に対する1.25ドル/ガロン(約45円/L)の税額控除。GHG削
減率に応じて、最大1.75ドル/ガロン(約62円/L)まで控除。

• 設備投資支援に、約300億円強の補助金を措置。
【RFS（再生可能燃料基準）、LCFS（加州低炭素燃料基準）】
• 燃料供給事業者に対して、バイオ燃料の混合・供給や炭素強

度（CI）の低減を義務付け。
• SAF自体の供給目標はないが、SAFの製造により生じるクレ

ジットを、燃料供給事業者に対して売却することで収益を得
られる。
⇒ IRAによる税額控除、RFS・LCFSにより得られるクレ

ジットの売却益により、米国内で生産・供給されるSAFの
価格は、実質的にケロシン並となると言われている。

支援策

出所）「持続可能な航空燃料（SAF）の導入促進に向けた官民協議会」2023年5月26日 第3回事務局（資源エネルギー庁）提出資料を基に作成
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（参考）SAFに係る国際規格
 航空燃料の製造方法及び原料の国際規格はASTM Internationalが策定。
 ASTM D7566において、代替燃料の原料と製造方法の組合せによりAnnexに分類され、

Annex毎に従来燃料との混合上限比率を規定。
 混合比率及び混合後のスペックがD7566の規定を満たせば、ASTM D1655（航空燃料の

国際規格）に適合したと見なせる。（D1655適合燃料として流通可能）

原料従来の燃料との
混合上限略称製造技術ASTM

D7566
有機物（都市ごみ、木質セル
ロース）50%※FT-SPKFischer-Tropsch法により精製される合成パラ

フィンケロシン。バイオマスをガス化、FT合成。Annex1

生物系油脂（廃食油等の油脂50%※Bio-SPK
又はHEFA

植物油等の水素処理により精製される合成パラ
フィンケロシン。油脂及び脂肪酸の水添。Annex2

バイオマス糖10%※SIP発酵水素化処理糖類由来のイソ・パラフィンAnnex3

有機物（非石油由来芳香族）50%※SPK/A非化石資源由来の芳香族をアルキル化した合成
ケロシン。Annex4

バイオマス糖（サトウキビ、
トウモロコシ）、木質、
都市ゴミ（衣料等）

50%ATJ-SPKアルコール・ジェット由来の合成パラフィンケ
ロシン。アルコール水添。Annex5

生物系油脂（微細藻類及び廃
食油）50%CHJ

脂肪酸・脂肪酸エステルの水熱転換により得ら
れる合成ケロシン。
微細藻類及び廃食油を水素化熱水分解。

Annex6

微細藻類10%HC-HEFA-
SPK

炭化水素油脂から得られるHEFA合成ケロシン。
微細藻類由来炭化水素を水添。Annex7

※ 燃料の密度や芳香族含有率等の性状によっては、混合率が規定の上限未満に制限されることがある。



 エネルギーセキュリティの確保やLCAでのCO2削減効果の向上の観点から、国産原料の活用が重要。
 廃食油は、全体の約3割が海外に輸出され、それを原料として製造された割高なSAFを輸入している状況。

また、国内に点在するバイオマス資源もSAFの原料となり得るが、その効率的な回収・処理も大きな課題。

令和4年4月
全国油脂事業協同組合連合会 作成

• 欧州、韓国向けに輸出。
• NESTE（フィンランド）

は、廃食油等を原料とし
たSAFの生産を拡大。

出所）「持続可能な航空燃料（SAF）の導入促進に向けた官民協議会」2023年5月26日 第3回事務局（資源エネルギー庁）提出資料を基に作成


